
新たなガイドラインに関する論点①

都道府県・市区町村・運営団体・実施主体

の役割分担（たたき台）

資料１－１



●都道府県は、広域自治体として改革に向けたリーダー

シップを発揮し、都道府県全体としての改革方針を示す

とともに、市区町村に対するきめ細やかな支援を行う。

●また、一つの市区町村では対応が難しく、広域での実施

がより効果的・効率的な取組を中心に、地域展開等に

向けた広域的な基盤づくりを行う。

●市区町村は、改革の責任主体として、幅広い関係者と

 の連携・協働の下、地域展開等の円滑な実施に向けて

   包括的な企画・調整を行う。

●特に、地域クラブ活動の位置付け（学校部活動が

担ってきた意義の継承・発展＋新たな価値の創出）を

十分に踏まえ、豊かで幅広い活動が実現されるよう、

   丁寧に運営団体等への支援や指導助言等を行う。

＜主な役割＞

①推進体制の整備及び全体方針の策定・周知等

・都道府県全体での改革推進に向けた体制整備（関係部署の
  連携強化や専門部署の設置、コーディネーターの配置、関係者
協議会や市町村連絡会の開催等）
・都道府県全体としての改革方針を示す推進計画の策定
・都道府県内全体への周知・広報

②市区町村へのきめ細やかなサポート
・市区町村の取組状況の把握及び伴走支援・指導助言等
・複数の市区町村による広域連携の取組に当たっての調整

③地域展開等に向けた広域的な基盤づくり

・都道府県内の企業や大学、関係団体等との連携体制の構築
・指導者確保に向けた仕組みづくり（人材バンク設置、教職員
の兼職兼業の取扱いの整理等）
・指導者研修や運営・リスク管理研修の実施
・大会への円滑な参加の促進                                                          

＜主な役割＞

①推進体制の整備及び方針の策定・周知

・推進体制の整備（関係部署の連携強化、コーディネーターの
  配置、関係者協議会の開催等）
・推進計画の策定、改革の進捗状況の評価検証
・生徒のニーズ把握や保護者・生徒等への周知・広報

②地域クラブ活動の認定等

・地域クラブ活動の認定（指導者登録等を含む）
 ・地域クラブ活動の活動状況の把握、支援・指導助言等
・生徒・保護者等からの相談窓口の設置

③地域クラブ活動の円滑な実施に向けた対応

・指導者/活動場所/移動手段の確保等
・学校との連携（活動方針・活動状況の共有、学校施設の
有効活用、教職員の兼職兼業等）
・寄附、ふるさと納税の活用など多様な財源の確保

※市区町村が自ら地域クラブ活動の運営・実施を行う場合もある

部活動の地域展開等の推進における「都道府県」と「市区町村」の役割（たたき台）

都道府県 市区町村
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地域クラブ活動の「運営団体」と「実施主体」の役割分担（たたき台）

主な役割 パターン① パターン② パターン③ パターン④

＜運営・管理＞

・運営方針、運営計画の策定

・実施主体の活動状況の管理、指導助言、相談対応

・運営人材の確保・育成、運営業務の効率化

・責任主体の明確化、危機管理マニュアル作成

・保険加入状況や補償内容の確認

・リスク管理等の研修実施

・収支計画の作成、会計・税務処理、労務管理

・競技団体等への登録、大会・コンクールへの参加申込

＜活動実施に

向けた準備＞

・活動計画の作成、
活動スケジュールの調整（日時・場所・指導者）

・指導者、活動場所、移動手段、消耗品や備品等の確保

・学校との連携・情報共有

・入会手続、会費徴収

＜活動実施＞

・参加者・保護者との連絡（活動内容や出欠確認等）

・安全確保の取組

・ニーズを踏まえた活動の実施

・体験会の開催

運営団体・実施主体の体制等によって役割分担の在り方は多様であり、柔軟に連携・協力を行うことが重要。

（例）パターン①…運営団体と実施主体を一つの団体が兼ねている場合 パターン②…運営団体が運営・管理業務、実施主体が実施業務を担う場合

パターン③…運営団体が活動実施に向けた準備まで担う場合 パターン④…実施主体が運営・管理業務の一部まで担う場合

※運営団体は各実施主体を統括するとともに運営・管理の中核部分を担うことは共通だが、これらのパターン以外にも多様な分担の在り方が想定

【実行会議 最終とりまとめ（抜粋）】

「運営団体」…各地域クラブ活動を統括する団体 / 「実施主体」…個別の地域クラブ活動を実際に行う団体
※一つの団体（体育・スポーツ協会や総合型地域スポーツクラブ等）が「運営団体」と「実施主体」 の両者の役割を兼ね備える場合には、

団体内の部署・機能として、「運営団体」は管理部門、「実施主体」は実施部門と捉えられる。
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都道府県・市区町村・運営団体・実施主体の連携体制図（イメージ）

都道府県

①推進体制の整備及び全体方針
の策定・周知

②市区町村へのきめ細やかなサポート
③地域展開等の広域的な基盤づくり 等

市区町村

①推進体制の整備及び方針の策定・周知
②地域クラブ活動の認定等
③地域クラブ活動の円滑な実施に
向けた対応 等
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都道府県の主な役割に応じた具体的な取組事例
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主な役割 具体的な取組事例

①推進体制の整備及び
全体方針の策定・周知

・関係部署の連携強化や専門部署の設置
・総括コーディネーター及びエリアコーディネーターの配置
・県として目標年次を設定し、進捗状況をとりまとめて公表
・部活動改革の情報をセミナーや広報誌等を通じて発信
・周知広報フォーマットの作成
・県独自のポータルサイトの作成

②市区町村へのきめ細やか
   なサポート

・市町村へのサポートチーム設置及びアドバイザー派遣
・コーディネーター等による全市町村訪問
・教育事務所を中心とした支援体制の整備
・各地域での情報交換会（地域ミーティング）や県内全市町村担当者
を対象とした研修会の実施
・複数市町村による広域連携の取組の調整

③地域展開等に向けた
広域的な基盤づくり

・都道府県レベルでの企業との連携体制構築
・大学と連携した指導者育成や指導者派遣等
・人材バンク・マッチングシステムの設置・運用
・兼職兼業の取扱い等に係る説明会の開催
・指導者研修の実施
・効率的に連絡調整等を行うためのアプリを開発
・大会参加支援・大会の参加規程の調整等

※上記は、P1で記載した都道府県の＜主な役割＞の①～③について、北海道、群馬県、埼玉県、千葉県、長野県、新潟県、
富山県、岐阜県、山口県、福岡県、長崎県等における具体的な取組事例を列挙したもの。



推進体制構築の事例（岐阜県）

岐阜県では、令和4年度より部活動改革を専門に担当する係を設置しました。地域クラブ活動推進コーディネーター※１の

配置や地域クラブ活動推進会議の定期開催による情報共有、指導者の研修会等を実施することで、各市町村の部活動

の地域クラブ活動への移行を強力に推進しています。

推進体制強化に向けたプロセス

専門部署の設置

ガイドライン策定

専門部署「部活動改革係」を

設置し、３人体制で事業を推

進。「岐阜県中学校部活動及

び新たな地域クラブ活動の

在り方等に関する総合的な

ガイドライン」を策定。

推進コーディネーターの
配置

部活動改革係を１人増員（４人

体制）。県内６地区に、推進

コーディネーターを配置し、地

域移行を見据える市町村の実

情や状況を把握。

推進会議の開催

各市町村の担当者が参加する

地域クラブ活動推進会議を年

３回開催し、各市町村における

地域移行の進捗状況や県内外

の優良事例を共有。

各市町村における地域移行

についての課題を、市町村の

規模や地域の実情に応じて

支援するために、総括コー

ディネーターを配置。地域クラ

ブ活動推進会議を年４回開

催。

学校体育に関する業務が多い中、部活動の地域クラブ活動への移行に関する業務に専念できる体制により、関

係者との会議の回数を増やすことが可能になりました。令和６年度、年４回の地域クラブ活動推進会議を実施す

ることができたのも、４人体制で関係者とのきめ細やかな協議・連絡機会を確保できたからです。

⚫ 県全体の取組を推進するため、県庁内の担当部署に十分なリソースが必要

⚫ 各市町村の進捗把握や伴走支援へ向けたきめ細やかな対応が必要

⚫ 安全・安心で持続的な地域クラブ活動を実施するため、充実した研修が必要

専門部署の設置

地区ごとのコーディネーター配置

課題・背景

令和４年度 令和５年度 令和６年度

部活動改革専門係の設置とコーディネーター連携

～更なる改革の推進へ向けた県の推進体制～

岐阜県

人口 1,929,224人

公立中学校数 176校

公立中学校生徒数 51,765人

部活動数 1,518部活

基本情報

総括コーディネーター
の配置

※１ 令和４年度は「研究調査員」という名称

|自
治
体

担
当者

コメント｜

県総括コーディネーター（１人）

取組の詳細

コーディネーターと連携することで、国の情報や全国の事例を速やかに各

地域へ伝達することができます。学校側とのやりとりも多く発生する各地

区のコーディネーターについては、退職教員に依頼しました。各地区の勤

務経験があるため、地域の実情に応じた支援をすることができました。

Q ：コーディネーターを配置することのよさは何ですか。
• 部活動改革に関する業務を専属で行う係を設置することで、市町村との

きめ細やかな連携が実現。

• 各階層にコーディネーターを配置することにより、各市町村の細部にわた

る状況を把握。

• 県内の運動部活動1,429部のうち、令和６年度末までに地域クラブ活動

への移行を完了した部活動数は1,036部（72.5％）。

成果

• 生徒・保護者・指導者にとって安心・安全な地域クラブ活動の体制を整備

するため、また、地域クラブ活動の運営基盤の強化を図るため、市町村に

おける地域クラブ活動の認証制度の導入を検討。

課題と今後の展望

成果と課題、今後の展望

岐阜県

• 部活動改革係
（係長：1名、係員：３名）

• 市区町村への支援方策を立案
• 地域クラブ指導者育成研修事業

※県スポーツ協会へ委託

県教育委員会体育健康課 地域スポーツ課（首長部局）

情報
提供

運営団体における体制整備や、県が
立案した市町村への支援方策について助
言

助言

県コーディネーター会議

• 年8回開催

• 県、県総括コーディネーター、県推進コーディネー

ター等が参加

• 地域移行に係る情報提供、運営団体における体制整
備に関する支援方法の共有

助言・支援
情報
提供

県推進コーディネーター（６名）

• 各市町村における休日部活動の地域移行に関する状況調査

• 各市町村協議会、保護者会等への参加

• 地域クラブ活動運営団体・実施主体等との情報交換

情報
提供

市町村
コーディネーター

情報
交換

地域クラブ活動推進会議

• 年４回開催

• 県、県総括コーディネーター、県推進コーディネーター、県スポーツ協会、市町村関係

機関担当者、市町村コーディネーター等が参加

• 地域移行に係る情報提供、地区やテーマに基づいた意見交換等を実施

助言・支援
県スポーツ協会

クラブアドバイザー

必要に応じて
情報提供

部活動改革専門の係を設置し業務を分担することで、市町村へのきめ細かい支援が可能に

各階層にコーディネーターを配置し、連携体制を強化

• 部活動改革係の総括

• 市町村との連絡調整

コーディネーターの研修、部活
動地域移行に係る事業に関する
こと

• ガイドラインの研修に関す
ること

• 文化部地域移行に係る事業
に関すること

係長

係の会計事務全般に関す
ること

係員Ａ 係員Ｂ 係員Ｃ

各地域クラブ
活動

情報
交換

情報交換
情
報
提
供

総括コーディネーター
スポーツ団体運営・経営全般に精通

県推進コーディネーター
退職教員

市区町村コーディネーター
地域の実情に応じて各市区町村で任用

・地域クラブ指導者育成研修会の開催
※岐阜県から委託

実施
主体

運営
団体

部活動改革

• 岐阜県スポーツ協会との連携
• 総合型地域スポーツクラブとの連
携

地域スポーツの振興

総括コーディネーターには、クラブ運営や経営に長けた人材を任用しまし

た。県独自の認定要件を定めることや、運営団体の賠償責任保険制度に

関することなどのアドバイスを受けています。また、全国の様々な取組情報

を教育委員会に共有いただくことで、係員の情報のアップデートにも寄与

しています。

Q ：コーディネーターの配置の際に工夫したことはありますか？

担当者インタビュー
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推進体制構築の事例（群馬県）
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取組の詳細

• コーディネーターと連携して先進地視察による情報収集を行い、情報
発信を積極的に行うことができた。コーディネーターは各市町村や関
係団体等に直接出向き、関係性を深めることで、市町村担当者や関
係者との連携・協働の関係が構築できた。

• 県地域クラブ活動体制整備検討委員会及びWG会議の定期開催に
よる情報共有により、地域クラブ活動への移行の推進についての理
解を深めることができた。

• ８市町村1団体（令和６年度）では、運営団体・実施主体の整備が着
実に進み、県内の参考事例となっている。

成果

• コーディネーターによっては本務が別にあるため、業務を依頼する際
には調整は必要。

• 山間地等の地域については、少子化や高齢化など、他の自治体より
も困難度が高いため、地域の実情も踏まえた上でより丁寧な伴走支
援をする必要。

総括コーディネーター、コーディネーターの主な業務

１ 推進体制の強化

• 国の動きに準じつつ、令和7年度中には推進計画をアップデートする
必要。

• 関係者が推進計画のもと、着実に歩みを進めることができるよう、セ
ミナーやシンポジウム等の開催を予定。

２ 推進計画の更新と周知

成果と課題、今後の展望

指導主事の担当は、部活動の地域クラブ活動への移行に関する

業務だけではないため、専門のコーディネーターがいることで、き

め細やかでスピード感のある対応ができるようになりました。関係

者への説明をする際にも、スポーツ少年団や総合型地域スポーツ

クラブに詳しいコーディネーターが説明することで説得力が増して

いると感じます。

「どのように進めていくべきか」「まずは何か

ら着手すべきか」という相談を受けることが

多いです。そのため、コーディネーターと協力

してチェックリストを作成し、各自治体の段階

に応じた今後の具体的なアクションの例を示

すようにしています。

Q ： コーディネーターを配置することの強みは何でしょうか？

Q ：市町村訪問の際にどのような相談を受けることが多いですか？

地域や保護者からは「もっと情報がほしい」という意見もいただいて

いますので、コーディネーターと連携しながら、国の方針や先行自治

体の事例などを各自治体への情報共有したり、学校やPTAを通し

て情報共有したりするなど、啓発活動をさらに強化したいと考えて

います。

Q ：今後、さらに力を入れたいことは何ですか？

課題と今後の展望

県内の全３５市町村へ県担当者、コー

ディネーター及び県スポーツ協会担当者

が訪問し、進捗状況や課題を確認。国や

県の方針、先進地視察で得られた実践

の情報を共有したり、今後の推進方策に

ついて助言したりするなど、各地域の実

態に応じた伴走支援を実施。

１ 全35市町村への訪問、指導助言 ２ コーディネーター通信の発行 ３ 関係団体への説明、情報共有

総括コーディネーターがコーディネーター

通信「グンマ未来地域クラブ活動レ

ター」を作成。令和７年５月現在、１８号を

発行。県の方針や指導者の資質向上に

関するトピック、リスクマネジメントに関す

る知識など、部活動改革全般に関する情

報を各地域へ向けて発信。

依頼のあった市町村や関係団体（スポー

ツ協会やPTAなど）の研修会や協議会

等で説明を実施。県内関係者の理解を

促進。また、先進地視察を企画し、全国の

先進事例を把握。県内市町村や関係団

体へ最新の情報を提供。

グンマ未来地域クラブ活動レター
第１８号（令和７年５月１日発行）

教育委員会 健康体育課

労務管理 指導助言・研修 情報共有

各市町村

情報共
有

指導・支援・助言

総括コーディネーター１人

コーディネーター ５人
（校長経験者、大学教員、地域団体関係者など）

支援・助言

義務教育課

教育事務所
５か所

スポーツ振興課

群馬県
スポーツ協会

総括コーディネーターは週３、４日、県庁へ勤務するため、教育委員会健康体育課の担当者や

関係者等ときめ細やかな情報共有を行うことができます。

総括コーディネーターとの情報共有

担当者インタビュー

群馬県

コーディネーターと連携した支援体制構築
～市町村の改革を推進するための伴走支援～

群馬県では、部活動の地域クラブ活動への移行を推進する総括コーディネーターを配置し、県全体の部活動改革に取

り組んでいます。総括コーディネーターと５人のコーディネーターが各市町村の課題や進捗に合わせながら改革を推進

する群馬県の部活動改革を紹介します。

支援体制構築に向けたプロセス

地域移行に詳しい人材

（総括ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）の採用

令和５年度、地域クラブ活動へ

の移行に当たり専門性の高い人

材の採用を計画。群馬県で初め

て総合型地域スポーツクラブを

立ち上げた実績を持ち、地域移

行に初期段階から携わっていた

小出氏へ協力を打診。

実践研究・

実証事業の実施

令和４年度、前橋市と千代

田町で休日の部活動の段

階的な地域クラブ活動への

移行に関する実証事業を実

施。市町村や関係団体が連

携できる推進体制の更なる

強化が必要であることが分

かった。

推進計画の策定

令和5年7月に地域移行の推

進計画を策定。県はコーディ

ネーターと協働し、地域の実情

に応じた支援や助言を行うこ

とを盛り込んだ伴走支援を計

画。多様な属性の方に、コー

ディネーターとしての協力を打

診。

コーディネーターとしては、部活動に精通しているだけではなく、地域のスポーツ関係団体とのつながりやスポーツに関す

る幅広い知見のある方が適任であると思います。また、自治体の伴走支援については、実際に顔を合わせ、各自治体の担

当者と信頼関係を築くことを大切にしています。

⚫ 各市町村によって地域環境や部活動の地域クラブ活動への移行の進捗状況
等が異なるため、自治体の実態に応じた伴走支援が必要

⚫ 県内の地域団体等との関係を構築する必要

⚫ 各市町村の取組を推進する役割を担う市町村のコーディネーターのさらなる
資質向上を図る必要

コーディネーターの配置

市町村への巡回訪問

課題・背景

令和４・５年度 令和６年度

基本情報

人口 1,884,891人

公立中学校数 154校

公立中学校生徒数 48,213人

部活動数 1,929部活

コーディネーターによる

自治体支援の充実

各市町村への訪問や関係団

体等の説明会参加など、コー

ディネーターと連携し、各市町

村へのきめ細やかな伴走支援

を実施。通信を発行し、各市町

村へ必要な情報を定期的に発

信するなど、更なる推進に取り

組む。

|自
治
体

担
当者

コメント｜



指導者確保の事例（千葉県）

千葉県

県が設置する広域の指導者人材バンク

～指導者と地域クラブ活動のマッチングを強化～

千葉県では、地域クラブ活動への移行をサポートするため、指導者不足の解消を目的とした「ちばクラサポ（人材バン

ク）」を創設しました。市町村への広報活動の促進と連携により、登録者数の増加と市町村でのマッチング実績を着実

に積み上げています。

人材バンク導入 ・運用プロセス

制度設計に向けた

現場課題の把握

市町村アンケートや意見交換

を通じ、地域における人材不

足の実態と支援ニーズを整

理。人材バンク構想の必要性

を明確化し、制度設計の方向

性を検討。

ちばクラサポを創設し、誰もが

登録できるフォームを開設。各

教育事務所にコーディネーター

を配置し、広域的な支援体制

の構築を進めた。

県本庁へコーディネーターを

配置し、支援体制を強化。大

学や地域団体への説明会の

開催、HP等での広報を通じて

登録促進を図り、1,000名を

超える多様な人材の確保に成

功。市町村への紹介実績も

徐々に増加した。

登録の条件を低くして、まずは分母となる登録者数を増やすことを重視しています。また、人材バンクの運営会社へプロモー

ション活動も委託し、各市町村等における広報活動にも力を入れています。さらに、指導者講習会の開催にあたって、申込

時や終了時に人材バンクへの登録を呼びかけています。

⚫ 地域ごとに進捗や指導者確保の状況に差があり、特に町村部では人的リソース
の不足が深刻。

⚫ 地域クラブ活動の指導人材に関する情報を県全体で一元管理する機能や市町
村と指導希望者をマッチングする調整機能が必要。

広域的な人材確保

人材情報の集約と基盤の整備

課題・背景

令和4年度 令和6、７年度

基本情報

人口 6,269,264人

公立中学校数 388校

公立中学校生徒数 155,991人

部活動数 3,289部活

信頼性を高める

仕組みの構築

資格証・修了証の添付機能を

整備し、信頼性の高いマッチン

グに向けた基盤を構築。市町

村が安心して活用できる人材

情報の「見える化」が進んだ。

令和７年度にはe-ラーニング

による研修も導入。

令和５年度

ちばクラサポ創設と

支援体制の構築

多様な人材確保に

向けた広報展開

|自
治
体

担
当者

コメント｜

取組の詳細

• 令和7年７月時点で1,383名が登録。年代別では20代から60代以上までの
幅広い年齢層が登録しており、男女比（男性：1,352人、女性：331）や地域外
からの登録など多様性が確保されている点が特長となっている。

• 地域住民やスポーツ指導経験者に加え、教員・学生・社会人など、さまざまな
バックグラウンドを持つ人材が集まりつつある。

• 令和７年５月現在、80人が実際にマッチングに至っており、各地域の指導者不
足の解消に寄与している。

成果

• 各市町村や関係団体等への広報を継続的に推進し、登録者数の更なる増加
を図る必要。

• 登録者のプロフィールにe-ラーニング修了証や資格証明書を添付する機能を
導入。マッチング前の段階で市町村側が必要な情報を確認しやすくする工夫を
進める。

• 市町村、指導者、e-ラーニングの研修内容をさらに充実。

• 今後は、登録指導者の集計機能を実装するなど、人材バンク運用の事務効率
化を図る予定。

成果と課題、今後の展望

ちばクラサポは、地域全体で支える地域スポーツ活動環境の実現に向け

た重要な入口だと考えています。今後は登録者の質と量のバランスを見

極めつつ、マッチングの最適化を目指していきたいと思います。また、６月

末にはe-ラーニングを導入し、マッチング後の研修支援も充実させてい

ます。

Q ：今後、さらに力を入れたいことは何ですか？

各市町村

課題と今後の展望

ちばクラサポの画面ログイン画面

千葉県

ちばクラサポ全体運営・管理

双方向マッチングの仕組み

ちばクラサポ

ちばクラサポ登録者

双方向のマッチング

ちばクラサポとは？

関係団体・市町村との
連絡調整・指導助言等

各地域の情報のとりまと
め・分析や各エリア同士の
連携調整を実施

プレフコーディネーター１名

エリアコーディネーター ５名

教育事務所 ５か所

「ちばクラサポ」は、地域スポーツや文化活動の支援人材を確保・

活用するため、千葉県が設置・運営する「地域クラブ等指導者人材

バンク」。県民等がスキルや資格情報を登録し、自治体や運営団体

が検索できる機能と自治体や運営団体が指導者を募集している地

域クラブ活動を県民等が検索できる機能の双方向のマッチング機

能を実装。

県の広域人材バンクを活用する前は広報誌や人脈に頼っていましたが、

活用後は募集するとすぐにマッチングのメールが届くなど、人材確保がと

てもしやすくなりました。

Q ：人材バンクを活用してどうでしたか？

登録者

• 名前
• プロフィール
• 種目、地域
• 取得資格

登録 名簿

一覧

• 求める人材
• 種目
• 時間、場所
• 資格
• 報酬

募集

新規募集

種目別

運営団体
・

自治体

チャット機能やメール等による連絡

• 市町村への広報、操作案内
• シンプルで使いやすいユーザーインターフェース
• 双方向のマッチング機能
• 資格の認定証等を添付できる仕組み

人材バンクの活用のポイント

県担当者インタビュー

市町村担当者インタビュー
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指導者確保の事例（福岡県）
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指導者確保・企業連携の事例（北海道、富山県）
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指導者研修の事例（岐阜県）
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指導者研修の事例（富山県）・周知広報の事例（新潟県）

12

実証事業成果報告書、自治体作成資料等をもとにスポーツ庁・文化庁にて作成。
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